別記様式第１号（第３条関係）
固定資産税課税免除申請書
年　　月　　日
東神楽町長　様
住　所
申請者
氏　名　　　　　　　　　　　　印
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名
東神楽町再生可能エネルギー推進条例第5条に定めるところにより、　　　年度固定資産税の課税免除を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。
	発電設備等の
状況
	所在地


	
	名　称


	
	内　容


	区　分
新　設　・　増　設

	操業開始年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	事業年度又は年
	月　　　日　　～　　月　　　日

	償却資産の名称
	取得年月日
	取得価額　　　　
	耐用年数
	備　考

	
	
	　　　　　　円
	　　　　　　年
	

	
	
	　　　　　　円
	　　　　　　年
	

	
	
	　　　　　　円
	　　　　　　年
	

	
	
	　　　　　　円
	　　　　　　年
	

	
	
	　　　　　　円
	　　　　　　年
	


（添付書類）
１　事業計画書
２　発電設備等に係る設計書等
３　「再生可能エネルギー発電設備の認定について」の写し

４　受給契約書の写し

３　納税証明書
４　その他町長が必要と認める書類
別記様式第２号（第５条関係）
固定資産税課税免除決定通知書
番号
年　　月　　日
様
東神楽町長
年　　月　　日付けで申請のありました　　年度固定資産税の課税免除について、次のとおり決定しましたので通知します。
	納税義務者


	住所（所在地）


	
	氏名（名称）


	決定の内容


	・課税免除を決定する

・課税免除を決定しない

決定しない理由




注）
事業の承継があったとき、固定資産税課税免除の要件を欠くことが明らかになったとき、操業を休止し、又は廃止したときは、町長にその事実を届出ること。
なお、虚偽の申請、その他不正行為があったと認めた場合は、課税免除を取消し、当該課税免除に係る税額を徴収します。

（　　　　　課）
別記様式第３号（第５条関係）
承　継　届
年　　月　　日
東神楽町長　様
住　所
承継者
氏　名　　　　　　　　　　　　印
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名
事業の承継をしたので、東神楽町再生可能エネルギー推進条例第７条の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。
	被承継者の住所及び氏名
	住所（所在地）


	
	氏名（名称）


	承継した発電設備等

の名称
	

	承　継　年　月　日
	

	承　継　の　原　因
	


（添付書類）
　承継の事実を証する書類
別記様式第４号（第６条関係）
操業休止・廃止等届
年　　月　　日
東神楽町長　様
住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　納税義務者
氏　名　　　　　　　　　　　　印
法人にあっては、主たる事務所の所在
地並びに名称及び代表者の氏名
　発電設備等の操業を休止・廃止等したので、東神楽町再生可能エネルギー推進条例第８条第１項の規定により次のとおり届け出ます。
	発電設備等の状況
	所在地


	
	名　称


	休止期間又は廃止等年月日
	休止期間　　　　　　　　　年　　　月　　　日から
　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日まで

	
	廃止等年月日
　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	休止・廃止等の理由
	


別記様式第５号（第７条関係）
固定資産税課税免除取消通知書
番号
年　　月　　日
　様
東神楽町長
年　　月　　日付け　　第　　号で決定しました　　　　年度固定資産税の課税免除について、東神楽町再生可能エネルギー推進条例第８条第２項の規定により、次のとおり取消したので通知します。
	納 税 義 務 者
	住所（所在地）


	
	氏名（名称）


	課税免除取消事由
	

	課税免除取消税額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	償却資産の名称
	取得年月日
	取得価額
	耐用年数
	備考

	
	
	円
	年
	

	
	
	円
	年
	

	
	
	円
	年
	

	
	
	円
	年
	

	
	
	円
	年
	


注）
　１　この通知書の記載事項に不服がある場合には、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に町長に異議申立てをすることができます。ただし、通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内であっても、通知の日の翌日から起算して1年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。
　２　この処分について不服がある場合には、１の異議申立てに対する決定書を受け取った日の翌日から起算して６月以内に、町を被告として、旭川地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定書を受け取った日の翌日から起算して６月以内であっても、決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　３　この処分については、１の異議申立ての決定を経た後でなければ、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができませんが、①異議申立てがあった日の翌日から起算して３月を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、異議申立てに対する決定を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
（　　　　　　課）

別記第６号様式（第８条関係）
（表）
	第　　　号
立入検査員証
所　　属
職 氏 名
生年月日
上記の者は、東神楽町再生可能エネルギー推進条例第９条の規定による立ち入り調査を行うことができる職員であることを証明する
年　　　月　　　日
東神楽町長　　　　　　　　　　　　印



（裏）
	東神楽町再生可能エネルギー推進条例（抜粋）
（報告及び調査）
第９条　町長は、第６条の規定により課税免除の決定を受けた者に対し、当該発電設備等の操業等の状況について報告を求め、または職員に立入調査させることができる。
２　前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならいない。
３　第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。


